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宮崎市開発地水道施設基準

（平成 26 年 5 月 1 日告示第 36 号）

１ 総 則

この基準は、開発行為に伴う水道施設の計画・設計・施工・その他について必要な事項を定

めるものとする。

２ 配水計画

（１）給水量算出の基準

住宅などが使用する原単位（１人１日当たり最大給水量）の基準は、次のとおりとする。

１）１人１日当たり最大給水量は、５００ ℓ とする。

２）計画給水人口は、１戸当たり４人とする。

（２）時間係数

水道施設設計指針（日本水道協会）又は簡易水道等国庫補助事業に係る施設基準につい

て（全国簡易水道協議会）の最新版に示されている基準により算定するものとする。

（３）計画配水量

１）計画１日最大給水量は、計画１人１日最大給水量に開発区域内の計画給水人口を乗じて

求めること。

２）計画時間最大配水量は、計画１日最大給水量の１時間当たりの水量に時間係数を乗じて

求めること。

３）計画配水量は、平常時においては計画時間最大給水量、火災時においては計画１日最大

給水量の時間当たりの水量に消火用水量を加えた量とすること。

（４）消火用水量

配水池容量・配水管管径の設計において、水道施設設計指針（日本水道協会）・簡易水道等

国庫補助事業に係る施設基準（全国簡易水道協議会）に示されている最新の基準に基づき、

それぞれの受持つ計画給水人口により消火用水量を加算すること。なお、計画給水人口５千

人以下の水道における消火用水量は、消火栓１栓の放水量を１㎥／１min、同時に開放する消

火栓は１栓とする。

計画給水人口 5,000 人以下の水道にお

ける平常時の時間最大給水量は、左図の

時間最大比を標準とする。



（５）最小動水圧

１）平常時の配水管の最小動水圧は、２階建て建築物への直結給水を可能とするため管路の

いずれの地点においても０．２Ｍpa 以上を確保すること。

２）直結直圧式で給水ができる建築物は、宮崎市給水装置の構造、材質、工事上の条件、検

査等に関する要綱の特例第３条（１）の要件に該当するものでなければならない。

３）火災時の配水管の最小動水圧は、原則として最末端消火栓の位置で正圧とすること。

（６）管網の形成

開発区域内の配水管は、原則として行き止まり管のないように配慮し、管網を形成するこ

と。

３ 配水池の設計・施工

（１）配水池の有効容量

計画１日最大給水量の１２時間分を標準とし、消火栓１栓の１時間放水量との合計量を標

準とする。また、開発地の地域特性を十分に検討すること。

（２）配水池の有効水深

配水池の有効水深は、３～６ｍを標準とする。

（３）配水池の構造

１）２室を基本とし、開発規模に応じて３室も検討すること。

２）地上式を基本とし、周壁の保守点検を容易にできる構造とする。

３）ステンレス製を標準とし、耐震構造とする。また、構造的・衛生的に安全で十分な耐久

性・水密性を有し、定期的に清掃できる構造とする。

４）配水池は、十分な支持力を有する良好な基礎地盤上に設置するものとする。

（４）ポンプ設備・電気設備及び計装設備

ポンプ設備・電気設備及び計装設備については、原則として受水槽以下の給水設備に関す

る指導要綱に基づき仕様を作成すること。

（５）付属設備

１）水道施設内には、停電時でも最小限の給水を確保する為、予備発電装置、又はエンジン

ポンプを設置し、その始動を自動でできるようにすること。

２）水道施設には、外柵（フェンス・門扉）を設置し、必要に応じて周辺の環境保護に努め

ること。

（６）施設用地

施設用地内には、維持管理が容易にできるスペース（作業車両駐車場）を確保し、施設用

地を明示する為、隣地との境界に境界杭（もしくはピン）を設置すること。

４ 配水管の設計・施工



（１）配水管の管種

５０ｍｍ～１００ｍｍ ＨＩＲＶＰ－Ｌ

１５０ｍｍ～２５０ｍｍ ＧＸ形ダクタイル鋳鉄管（耐震管等）を標準とする。

３００ｍｍ～ ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管（耐震管等）を標準とする。

管種の選定に当たっては、最大静水圧・交通量等について十分検討すること。

（２）配水管の管径

１）配水管の管径は、管路の動水圧が平常時・火災時のいずれの場合もそれぞれの配水区域

内の水圧の分布が、できるだけ均等になるように設計すること。

２）管径は原則として配水計画に適合するものとし、布設する配水管の口径は、７５ｍｍ以

上を原則とする。ただし、将来の水需要等を考慮し最低５０ｍｍを限度とする。

（３）配水管の配置

１）配水管の布設位置は、官民境界より１ｍを標準とする。

２）道路構造物・他の占用物がある場合は、伏越しを原則とし、３０ｃｍ以上の離隔をとる

こと。

３）配水管の土被りは、０．８ｍを標準とする。ただし、交通量の増加が予想される道路（Ａ

交通以上）及び道路横断部並びに口径３５０ｍｍ以上の布設については、道路管理者と協

議のうえ決定すること。

（４）配水管の施工

岩盤部の配水管布設個所については、敷砂１０ｃｍの砂基盤を施工し、保護砂（山砂同等）

で埋め戻すこと。又、地盤が軟弱な土地及び不等沈下が予想される場所では可とう管を使用

すること。

（５）仕切弁

仕切弁は、できるだけ少数の弁操作により断水区域を最小限にとどめられるよう配置する

こととし、既設配水管からの分岐部、重要な伏せ越し部、橋梁の前後、配水管及び系統の異

なる配水管の連絡部に設けること。

（６）空気弁

空気弁は、必要に応じて管路の縦断勾配の凸部に設けることとし、補修弁を取り付けるこ

と。

（７）消火栓

１）消火栓の設置位置は、消防局と協議すること。

２）口径は７５ｍｍとし、補修弁を取り付けること。

（８）泥吐管

１）泥吐管は、必要に応じて行き止まり管の末端部等に設けることとし、仕切弁を取り付け

ること。



２）泥吐管の管径はこの管径の１／２～１／３を標準とする。

５ 電食及びその他の腐食防止

（１）金属管をやむをえず軌道又は他の防食設備の近くに布設するときは、状況を調査のうえ、

予め電食防止上適切な措置をとること。

（２）配水管を腐食性の強い土壌、酸又は塩水等の浸食をうけるおそれのある地帯に布設すると

きは、状況を調査のうえ、配水管の種類を選定し、予め防食上適切な措置をすること。

（３）管のコンクリート貫通部、異種土壌間の布設部及び異種金属間の接続部には、マクロセル

腐食が発生しないように、予め防食上の適切な措置をすること。

６ 使用材料

使用材料は、すべて日本工業規格（JIS）、日本水道協会（JWWA）、日本ダクタイル鉄管協会規

格（JDPA）検査合格品を使用し、着工前に材料承認を受けること。

７ その他

この基準に定めのない事項については、水道施設設計指針、宮崎市上下水道局水道施設工事

標準仕様書及び宮崎市上下水道事業関係例規等によるほか、必要に応じて上下水道事業管理者

が定める。

附 則

この基準は、平成１３年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成１５年５月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成１７年４月１５日から施行する。

附 則

この基準は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成２６年５月１日から施行する。


